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2送電線の利用率について

 現行の設備形成基準では、接続する電源のｋＷ価値を毀損しないよう設備形成しており、
運用容量が100万kWの送電線には、原則として100万kW分の電源しか接続できない。

 仮に100万kWの太陽光電源を接続する場合、最大利用率実績は80%(80万kW)程度
であるが、年間平均利用率実績は14％程度になる。

 このため、送電線の空容量を評価する場合、年間平均利用率では適正に評価することがで
きず、最大潮流に基づく最大利用率で評価することが適切。

 なお、最大潮流の想定については、電源の設備容量ではなく運用の実態に即した潮流を想
定する施策（想定潮流の合理化）を講じたところ。
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3運用容量について

 電力系統を安定的に運用するために、熱容量、同期安定性、電圧安定性等のそれぞれの
制約要因を考慮し、各制約要因の限度値のうち最も小さいものを運用容量としている。

 送電線の運用容量は熱容量によるものがほとんどだが、基幹送電線については同期安定性、
電圧安定性などの熱容量以外の制約要因で決まるものも多い。
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4運用容量について：熱容量制約
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 熱容量制約はN-1基準に基づき、設備故障時においても安定的に運用できるように２回
線送電線のうち１回線分の熱容量を基本とした運用容量を設定している。

 このため、利用率を評価する際には、１回線熱容量を基本とした運用容量で評価すること
が適切。（設備容量で評価すると最大利用率が５０％程度となる）



5運用容量について：ループ系統の運用容量

 基幹系統はループ運用している系統が多い。

 ループ系統内で系統事故が発生すると、潮流は健全ルートに廻り込み、過負荷や電圧不
安定現象を引き起こす可能性がある。

 このため、ループ系統では、系統事故時の廻り込み潮流を考慮し、ループを構成する複数の
送電線を束ねた（フェンス）運用容量を設定している。
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6最大利用率実績調査概要
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 2016年9月1日～2017年8月31日までの１年間の最大利用率実績を調査した。

 最大利用率（実績）＝年間最大潮流（実績）／最大潮流発生時の運用容量

（イメージ）



7最大利用率実績調査対象送電線

エリア 上位２電圧送電線数 空容量ゼロ公表送電線数
空き容量ゼロ送電線数

(※)

北海道 39 20 6

東北 34 23 1(1)

東京 80 33 10(2)

中部 78 51 3(4)

北陸 10 3 3

関西 55 10 7(1)

中国 29 4 0(2)

四国 26 0 0

九州 53 2 2

沖縄 15 0 0

合計 419 146 32(10)

※ 変圧器容量の制約など、送電線以外に制約がある場合は、その箇所数を()内に記載



8一般送配電事業者が公表する「空容量ゼロ」線路について

 一般送配電事業者は、系統への連系の検討に際して発電設備設置者の予見可能性を高
めることを目的として、地内系統の空容量を公表している。（※1）

 発電事業者は発電所の立地地点を決めるにあたり、立地候補地点付近の系統に連系す
ることになることから、各系統の空容量は当該系統に接続した場合の空容量※2を公表。

 このため、公表している空容量は、当該系統単独の空容量ではなく、上位系統の制約も考
慮した空容量としている。

※1 「系統情報の公表の考え方」（H24.12 資源エネルギー庁）に基づく
※2 系統接続時には、接続契約済みの電源稼働を想定して空容量を算出する

当該系統の空容量が
あったとしても、上位系
統の空容量がなければ
「空容量ゼロ」と表示
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9基幹送電線の最大利用率実績調査結果（速報値）

最大利用率(%)＝年間最大潮流／最大潮流発生時の運用容量
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 今回の調査で、年間最大潮流が運用容量を超えている事例が複数例あったが、主な理由
は以下のとおり。

 潮流改善のための系統切替※が遅れ、一時的に運用容量を超過

※ 潮流超過を解消するため、受電側負荷を他系統に移す系統切替

 災害による設備復旧途上による超過

 フリンジ（短周期の潮流変動）による超過

熱容量が制約条件の場合、フリンジによる短時間の運用容量超過は許容している

基幹送電線の最大利用率実績調査結果



11今後の系統利用拡大に向けて

 更なる系統利用拡大に向けて、「想定潮流の合理化」「Ｎ－１電制」の導入により空容量
を拡大していく。

 さらに、年間平均利用率が２～３割程度にとどまっている送電線もあることを踏まえ、夜間
や端境期など電力潮流の少ない断面の系統利用を促す仕組み「ノンファーム型接続」の早
期導入を目指していく。
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 広域機関システムにおいて公開している系統情報について、以下のとおり誤解を招く数値が
入力されている例があることを確認した。

 熱容量が制約要因の場合は、N-1故障を考慮し、１回線熱容量を基本とした運用
容量であるべきところ、設備容量値（２回線熱容量）が入力されているものがあった。

 ループで運用している系統は、ループを構成する送電線のフェンス運用容量で管理して
いるが、その運用容量が適切に反映されていないものがあった。

 電圧安定性や同期安定性が制約要因であるにも関わらず、熱容量の限度値が入力
されているものがあった。

 公開情報については、今回の結果も踏まえ適切な情報提供の方法について引き続き検討
していく。

広域機関が公開している系統情報について
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